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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 医機連 通関手続き上
の必要書類の
不統一、SDS

の100％組成
記載義務

・ASEAN（シンガポール除く）通関手続き上の問題：
－弊社製品の輸入通関時の船積以外の必要書類に統一性が無い。
－SDS（安全データシート）提供時に100％組成が記載されていないと認
められない。
→弊社製造ノウハウの流出防止の観点から100％組成記載はない事で矛盾
が生じ、通関手続きが止まってしまう。

新規 ・具体的な規制の有無。
・必要書類一覧。

2 日機輸 原産地自己証
明制度の形
式・要件不備

・ベトナムへの大量出荷用に原産地自己証明制度（AWSC：ASEAN-

Wide Self Certification）が提案されているが、形式と要件が固まっていな
いため、ベトナム税関の裁量により、e-ATIGAが推奨される。

継続 ・要件を定義する必要がある。

3 日機輸 AJCEP BACK

TO BACK CO

の適用

・AJCEPのBACK TO BACK COの適用について各国税関の見解が異なっ
ている。（インドネシア税関ではシンガポール税関発行のBack to Back

C/Oを認めないと現地から情報共有があった）。

継続 ・AJCEP　BACK TO BACK COの運
用について、ASEAN域内で統一、明
確にして頂きたい。

4 JEITA ATIGA原産地
証明書のFOB

価格記載義務

・2020年9月よりATIGAが修正され、フォームDへのFOB価格記載の義務
が撤廃されたが、インドネシア、ラオス、カンボジアは対象外となって
いる。弊社インドネシア委託先工場からベトナム得意先へ三国間貿易で
輸出する際に、上記の制約からシンガポールでBack to Back COOを発行
し、ベトナムへの輸出を行っている。

継続 ・弊社FOB価格を得意先に知られて
しまうことを避けるためだけにこの
ような手間をかけており、左記対象
外国も他のASEAN国と同様にFOB価
格記載義務を撤廃して頂きたい。

5 日機輸 ATIGA原産地
証明書発給遅
れの問題

・ASEAN域内では、船足が短いため、ATIGAの原産地証明書Form Dが間
に合わないことがある。

継続 ・出荷国で、船積み前のForm Dの発
給を認めて欲しい。

・ASEAN Trade in Goods

Agreement(ATIGA)

6 日機輸 e-ATIGA運用
体制の不備

・e-ATIGAが導入されている国が限られている。 継続 ・ASEAN各国のe-ATIGAの導入。

7 日機輸 e-ATIGA運用
体制の不備

・e-ATIGAが導入されていても、運用体制が整っていない国では書面の提
出を求められている。

継続 ・全ASEANが運用体制を整え、書面
の提出を不要として欲しい。

8 日機輸 e-ATIGA運用
体制の不備

・e-ATIGAの運用が不安定である。
①システムダウンが起こり、Form Dの再申請が求められる。
②署名が認識されない。
③HSコードの理解が統一されていない。

継続 ・以下を要望する。
①システムが安定しており、システ
ムダウンがないこと。
②署名が認識されるようにするこ
と。
③全ての国が共通のHSコードを適用
できるよう統一すること。

9 日機輸 EU-タイFTAの
進捗の遅れ

・EU GSPからタイが外れることによる関税負荷。 継続 ・早期のタイEU EPA合意を望む。

10 日機輸 ASEAN経済共
同体2025

・ASEAN経済共同体（AEC）の新たな方向性「AEC2025」が示された。 継続 ・IRG、AEC2025に関する詳細情報
を共有して欲しい。

8. 知的財産制度運用
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1 日機輸 模倣品の横
行・取り締ま
り対策不足

・アセアン各国では、弊社製品の贋物、イミテーション品が横行してお
り、個別企業の対応ではほぼ無力で、極く一部をもぐらたたきしている
に過ぎない。
商機の逸失、知財権の侵害の他、粗悪製品によるブランドイメージ毀損
などが考えられる。弊社製品に限らず、ありとあらゆる製品のプレミア
ムブランドは直面している問題である。

継続 ・各国との協力による贋物、イミテ
ーション製造、取扱者に対する厳し
い取り締まりを希望。

2 医機連 商標調査デー
タベースの不
具合

・ASEANにおいて商標調査を実施する際、EUIPOが公開している
「ASEAN Tmview」を使用しているが、ページの読み込みが進まないこ
とがあり作業が中断する。
※ASEAN Tmview http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome.html

新規 ・動作が安定するよう改善を希望す
る。

3 日機輸 商標調査デー
タベースの不
具合

(改善)

・上記のリンクは現在（2025年3月）使用できなくなっており、下記専用
サイトより検索が可能となった。
Tmview： https://www.tmdn.org/tmview/#/tmview

新規

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 JEITA 契約書の電子
署名

・コロナ禍により代表者の直筆によるサインが取得しにくくなっている
状況と業務効率化の観点から弊社では電子署名の活用を推進している
が、国によっては政府機関が電子署名を推進していないことから相手方
に利用を拒否されるケースがある。そうなると紙ベースでのやり取りと
なり、郵送費や時間的コストがかかり双方にとって不利益が生じる。

継続 ・電子署名の各国政府機関による積
極的推進・PRと利用のための法整備
をお願いしたい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日機輸 外資参入規制 ・2020年成立のオムニバス法（雇用創出法）は、各種規制を緩和し、外
資呼び込みを謳いながら、一方で、規制の強化が見受けられる。
例としては、許可された業種の附番である「標準産業分類（5桁の番
号）」毎に必要な最低投資額が100億ルピアとされているところ、従来は
「上2桁毎に100億ルピア」とされていたが、今回「上4桁毎に100億ルピ
ア」と変更されたことで、初期投資が増加する事態となっている。

継続 ・外国投資が促進される様、最低投
資額の引き下げを望む。
・過去の許認可は制度変更後も引き
継がれるはずだが、既存の投資済企
業について、追加投資を求めない
旨、尼政府からの明確な通知を求め
る。

・投資調整庁規則2021年4

号12条3項

2 日機輸 無理な国産化
(現地調達化)

の要請

・国内製造業者が限定的であるにもかかわらず、過度・非現実的な現地
調達化が数字設定され、未達の際にはペナルティ規定あり。また、本来
法令上、輸入税免除を受けられるアイテムが、現地調達品要求により輸
入免除を受けられない事態も発生。
入札規定に於いて、遵守が義務付けられているローカルコンテンツ遵守
のため、結果として割高な設備仕様となり、競争力の発揮が困難。
また、ローカルコンテンツ遵守に向けての自己査定、評価、モニタリン
グ、最終評価等、複雑な管理が求められる。

継続 ・現実的かつ手順を踏んだ現地化の
要請。

3 日機輸 無理な国産化
(現地調達化)

の要請

・過度な現地調達化要請にて、頻繁且つ手続きの長期化、また輸入枠の
強引な抑制（半減や1/3程度しか枠がもらえずなど）が行われている。
以前は、商社が主だったが、2024年より製造業の申請に対しても同様に
削減が行われている。
特に商業大臣令第20号の施行による輸入ライセンス申請方法変更に関
し、輸入枠の大幅な削減とともにライセンス承認遅延で大混乱がおこっ
た。
新規定施行時の政府関係省庁間での調整不足・運用面の準備不足による
問題発生の頻度が高く継続的な懸念となっている。

変更 ・現実的且つ手順を踏んだ現地化の
要請。

・インドネシア商業大臣令
　2023年第36号
・同商業大臣令2024年
　第3号・7号・9号
（2024年第36号改定令）

4 日機輸 ローカルコン
テンツ法令の
画一的な適用

・円借款を含むODA資金を活用した入札案件では、公正な国際競争入札
保護の観点から、ODA供与機関のガイドライン上、往々にして借入国の
ローカルコンテンツ（現地調達化）法令の適用が認められていない。
インドネシアでも過去のODA案件ではローカルコンテンツ法令の適用は
柔軟に検討されており、ODA供与機関のガイドラインに抵触する場合は
適用免除になるなどしていたが、昨今、計画中のODA案件に対し当該法
令を厳格に適用するよう政府方針が出ていると伺っており、ODA供与機
関とインドネシア政府間でその整理に時間を要し、塩漬けとなっている
案件がある。

継続 ・ローカルコンテンツ法令の柔軟な
運用をお願いしたい。

5 製薬協 国内調達法
(TKDN規制に
よるローカル
コンテント要
求)

・2020年5月29日に産業省（MOI）が医薬品への国内調達率/TKDN（現地
調達率）の適用/計算法に関するガイドラインで国内調達推奨について加
重率を明確にした。API(32.5％)、その他原料(17.5％)、R&D(25％)、製造
(15％)、包装(5%)等。一方で、医薬品に関してはAPIの国内調達が課題で
あり、今後も比率を上げるのは難しい。また製剤輸入の場合は全く加点
できない。内資の後発品メーカーがTKDNを取得した場合、その製品が社
会保障制度（BPJS：Badan Penyelenggara Jaminan Sosial）で採用さ
れ、TKDNを取得していない製品は外資先発品でもBPJSから外される。

継続 ・内資優遇材料になり得る点は課題
で、イノベーティブな医薬品の輸入
薬としての価値の適正評価等を踏ま
えた産業省の国内調達法の見直しを
要望する。

・MOI Regulation No.16 of

2020 on the Provisions and

Procedures for the

Calculation of Local Content

Level (‘TKDN’) of

Pharmaceutical Products）
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

即ち、内資優遇材料である一方で、外資にとって市場参入の障壁となっ
ている。

6 日機輸 国内調達法
(TKDN規制に
よるローカル
コンテント要
求)

・地場の製造業支援施策として実施されている国産化率（TKDN：
Tingkat Komponen Dalam Negeri）規制により、”42”以下のデジタルTVが
ローカルコンテント要求対象となっている。
対象モデル輸入のため、認可当局SDPPI（Direktorat Jenderal Sumber

Daya Dan Perangkat Pos Dan Informatika＝通信情報省 情報通信資源規格
総局）による認証取得を行う必要があり、認証取得の負担も大きく、コ
スト増加も含め競争力阻害要因となっている。
また、2024年12月2日にインドネシア国家規格（SNI：Standar Nasional

Indonesia）の改定(75/2024）がアナウンスされた。特に、インドネシア
国外のOEM/ODM生産品に関して、OEM/ODMがインドネシア国内に法人
を有していない場合がある中で、複数のブランドが製造委託している
OEM/ODMでも1法人しか認定代理人として登録できないため、グローバ
ルブランド複数社における調整が必要となる制度となっており、サプラ
イチェーンに大きな混乱が生じることが懸念される。また商標と認定代
理人の登録に1年以上かかると見積もられていることから、インドネシア
市場に高付加価値かつリーズナブルな電気電子製品をタイムリーに導入
できなくなる可能性が高い。
【改定内容】
①対象商品はTV/Audio。Audioは従来と変更ないが、TVの対象が55イン
チ以下にまで拡大された。
②生産者のトレードマーク（商標）の登録が必要。自社工場のみなら
ず、OEM/ODMの場合も登録が必要。
③生産者の認定代理人の登録が必要。OEM/ODMも登録が必要。
④施行は2025年6月2日

変更 ・ローカルコンテント比率規制を撤
廃していただきたい。
・新SNI（75/2024）の義務化に対応
するため、海外の外部委託生産会社
が製造している製品について、要件
を緩和して頂きたい。（例：自社ブ
ランドを持たない委託生産会社の商
標登録及び自社ブランドの認証取得
を不要とする、認定代理人の登録を
1法人に限定しない等）。
・またサプライチェーンや輸出の混
乱を防ぎ、必須認証を取得するため
充分な移行期間（2026年5月まで）
を設定頂きたい。

・TKDN、SNI(Standar

Nasional Indonesia＝イン
ドネシア国家規格)、通信
情報省規程2019年4号およ
び産業省規程2018年15号
・商業大臣規程2020年78号
・商業大臣規則2023年第36

号
・商業大臣規則2024年第75

号

7 日農工 国産化率の定
義の厳格

・農業機械の国産率25％以上を越えなければ政府のプロジェクトに参入
することが不可となっているが、現実的にインドネシア国内の技術力と
供給能力を鑑みると、政府指定の比率まではハードルが高い。更に、価
格面でも叩き買いを強いられ、公平公正な市場競争が発揮できない。

継続 ・国産化の基準緩和。

8 日機輸 国産優遇政策
による公平な
競争の阻害

・インドネシア政府は以下の政策により国産投資を推進している。
－すべての政府調達においてインドネシア付加価値率40％以上を満たす
物品のみの調達を義務づける。2023年中に国産品の割合を95％にするこ
とを目指す方針である。
－政府調達に加え民需も含めた生産投資を保護誘導する”商品バランス制
度”を導入した。インドネシア国内総需要を政府が掌握・管理し、国産品
を優先して需要に割り当て、残りを輸入枠として輸入許可している。
2023年からカラープリンタ・複合機・コピー機が輸入枠の対象製品に加
えられた。
これを受け、カラープリンタ・複合機・コピー機の輸入許可の制限が更
に加わることが懸念される。

継続 ・規制(輸入枠による輸入制限)の撤
廃が望まれる。

・大統領令No.12/2021　公
共物品・サービス調達に関
する規定
・大統領令No.32/2022　国
家商品バランスシステムと
輸出入承認

9 日鉄連 同国船会社お
よび保険会社

・2017年10月26日、2018年4月26日以降、石炭・米・パーム原油の輸出
にインドネシアの船会社および保険会社を義務付ける旨の政令を発行。

継続 ・規制の撤廃。 ・商業大臣令82号
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

起用義務付け 保険会社に関しては2019年2月から運用開始。船会社に関しては複数回に
亘り運用開始が延期されていたが、2020年5月から運用開始。
但し、規制対象船型が15千DWT以下とされたことから、日本の鉄鋼・電
力向け石炭輸送に支障は出ていない。
一方、本規則は国際貿易慣行に反しており、EPA等の政府間協定に反す
るとして、日本政府（国交省）は複数回インドネシア政府に撤回を要請
しているが、現時点では撤回されていない。

10 日機輸 国営企業への
予算配分

・PT. PLN（国営電力公社）等の国営企業は、政府方針に基づき中長期的
に設備投資計画を進めているが、エネルギー政策や国営企業への政府補
助金に関する政府方針の変更に伴い、推進対象から外れた既存案件（建
設中）への予算が充分に確保されず、当該案件に携わる民間企業に対
し、客先である国営企業の不払いが度々発生している。また、当該政府
方針変更に伴う既存案件の建設期間・コストへのインパクトを民間企業
で吸収させようと、客先の国営企業が契約条件外の理不尽な要求をする
ことも多い。

継続 ・既存案件が円滑に履行できるよ
う、国営企業への適切な予算配分を
お願いしたい。
・既存案件に影響出る場合には、民
間企業にしわ寄せされることがない
ように、契約に則った対応を国営企
業他に指導頂きたい。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2011年6月24日、冷延鋼板類に対するアンチダンピング調査を開始。対
象国は日本を含み、韓国、台湾、中国、ベトナムの5ヵ国・地域。
－2013年3月19日、財務省が対象5ヵ国・地域すべてをクロとし、5.9％～
55.6％のアンチダンピング税を3年間賦課することを最終決定。輸入HSコ
ード分類上は区別できないが、日本から輸入される調査対象の冷延鋼板
の多くは自動車、電機・電子向け産業に使用され、品質および供給量に
おいて国内生産される冷延鋼板とは異なり同種の産品ではないことか
ら、国内産業へ損害を与えていないとする日本側の主張は一切考慮され
ていない。
－2014年4月17日、Interim Review（中間見直し）を開始。
－2014年12月22日、財務省が一部の品種をアンチダンピング税賦課対象
から除外することを最終決定。
－2015年9月4日、サンセット見直し調査を開始。

継続 ・措置の撤廃。
・適用除外措置の設置。

・インドネシア政府規程34

号(アンチダンピング法)

2 日鉄連 セーフガード
措置の濫用

・2011年以降、多数の鉄鋼製品に対するセーフガード措置を発動。具体
的には線類（2011年3月23日、賦課開始）、鋼線（2012年11月20日、賦
課開始）、オイル・ガス掘削用継目無鋼管（2013年8月6日、賦課開
始）、非合金アルミ・亜鉛めっき鋼板（2014年7月5日、賦課開始、2017

年1月18日、延長調査開始）、線材（2015年8月18日、賦課開始）、合金
形鋼（2015年1月21日、賦課開始。2022年12月2日、1年目17%、2年目
16.75%のセーフガード税賦課の2回目の延長）。
日本以外の他国からの輸入急増に対抗する措置と思われるところ、日本
が巻き込まれる安定的な貿易環境の維持の障害となっている。

継続 ・セーフガード措置乱用の中止。 ・インドネシア政府規程34

号(セーフガード法)

3 自動部品 JIEPAの遡及
申請不可

・日本・インドネシア経済連携協定（JIEPA）の申請は通関時に提出が必
須になっている。日本側では書類の準備に時間が掛かるため、航空便で
は適用申請が事実上不可になっている。
金型等を航空便で送付しているが間に合わないため断念している。

継続 ・他国EPAでは6か月～1年間遡及申
請できるようになっているので遡及
制度を検討して欲しい。

・JIEPA
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

4 印刷機械 EPA特恵関税
適用の事務負
担

・お客様からの問合せは定期的にあるが、資料作成のための調査にコス
トと手間が非常にかかる。また、お客様によっては無償対応が当たり前
とのスタンスの方もいらっしゃる。EPA対応ができるからといって販促
になるわけではない一方、手間とコスト・時間を考慮した際に輸出側の
メリットがほぼない状態となってしまった。

継続 ・資料作成や申請のプロセスの簡易
化を希望する。

5 自動部品 HSコード解釈
の不統一

・申請したHSコードと税関職員が判断したHSコードにずれが生じる。
同一製品で他国が使用しているHSコードを申請するも、別のHSコードを
使用するように指示が出る。

新規 ・HSコード判定基準の統一化と公
開。

6 自動部品 HSコード不一
致による経済
連携協定での
減税措置の適
用不可

・HSコードが改定されたため、相手国の通関に従い最新版のコードを使
用したところ、日本の機関が発行する原産地証明書が適用できなくな
り、現地販社の税負担が増えた。

新規 ・HSコードの改定時、リスト外にな
ったものに対する扱いを明確にして
頂きたい。

7 電機工 通関手続の不
透明・恣意性

・輸入申告時のHSコードに関し、恣意的に関税率の高いHSコードが適用
されるケースがある。

継続 ・審査手続きの適正化。

8 電機工 通関手続の不
透明・恣意性

・現地調達の難しい特注品の鉄鋼製品に規制対象HSコードが適用され輸
入手続きが煩雑となっている。輸入ライセンスを取得する場合は製造業
の会社しか認められず対応が難しい場合がある。

継続 ・規制緩和。

9 日機輸 通関手続の不
透明・恣意性

・通関手続きに関し、理不尽な査定が下るケースが存在。
直近ではインドネシアで法律上認められている免税措置に対し、税務当
局による書面での確認書も提示して通関手続きを行ってきたにも関わら
ず、後日、通関当局からの査察により同確認書は無効として過去の輸入
に関し追加納付の指示が出た例あり。
同国の税法上、追加納付指示に異論ある場合は、一旦納付に応じた上で
別途租税裁判所に還付の申し立てを実施する必要があり、結審・還付ま
でに1年以上かかるため資金繰り上も負担となる。

継続 ・通関措置の公正な運用、および租
税裁判所での解決期間の短縮化をお
願いしたい。

10 日機輸 赴任者の免税
荷物の通関の
煩雑・遅延

・通関にKITAS(滞在許可書)・IMTA(労働許可書)のオリジナルが必要とな
り、本人到着後荷物受取までに1ヶ月以上かかる。
・免税通関の回数が船便は1家族1回までとなり、本人初回入国後より、3

ヶ月以内に通関開始できない場合、全量課税となる。
・航空便もKITAS、IMTA取得後でなければ免税通関ができない。未取得
の場合は課税での通関となる。
・通関に身分証明書・納税者番号が必要となり、手続きが煩雑である。

継続 ・左記の制限を緩和して頂きたい。

11 印刷機械 現地輸入手続
き資料の重い
負担

・オリジナルのインボイス・パッキングリスト(＋サイン＆捺印)を複数枚
別途送る必要があり、時間と手間が掛かる。

継続 ・オリジナルのインボイス・パッキ
ングリストの不必要を希望する。

12 日鉄連 インドネシア
語での商品ラ
ベル表示義務

・2009年12月21日、商業大臣令62号公示。
2010年5月21日、同改正令22号が公布。対象品目の削減（電機・溶融亜
鉛めっき鋼板、ティンフリーが除外）、生産工程で必要な原材料は輸入
者が申請して、商業省が認めれば対象から除外されることが新たに規定
された。中間財として最終製品の原材料に使用される鉄鋼製品を義務対

継続 ・商業大臣令62号
・同　改正令22号
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象から除外することで大幅な改善が見られた。
2010年9月1日、改正令22号発効。

13 日鉄連 船積前検査導
入による負担
増

・2009年2月18日、商業大臣令8号により、対象の製品に関しては、2010

年12月31日まで輸入者登録と船積み前検査が義務付けられた。
・2009年6月11日、改正規定である商業大臣21号が発効（自動車、電
機・電子、重機、エネルギー、優先レーンの輸入者などは除外）。輸入
者による船積み毎の検査費用負担、鉄鋼メーカーによるミルポートでの
実地検査対応が必要となっている。
・2010年12月28日、商業大臣令54号が公布され、2011年1月1日発効。措
置内容は前大臣令21号に準拠したもので、有効期間は2012年12月31日ま
での2年間の時限措置。直前まで新規定の公表がなされず、検査の要否判
断が不安定な期間が生じた。
・2012年1月にHSコード体系変更が行われたものの、船積み前検査を義
務付ける法令「商業大臣令」が適切に修正されなかったため、従来船積
み前検査対象外であった品種（具体的事例として線材）が船積み前検査
対象となり通関できなくなった。
・2012年3月1日、商業大臣規定改正8号が公布、発効。改正令では
AHTN2012に基づいた対象品目リストに変更され（HSコード上では166

品目から212品目に増加）、措置期間が3年間延長され2015年12月31日ま
でとなった。時限措置として導入された後、十分な再検証を実施するこ
となく、長期に渡る輸入制限的措置が継続されている。

変更 ・有効期限での措置の撤廃。
・WTOルールにおける事前公表義務
の厳格化。

・商業大臣令8号
・同　改正令21号
・商業大臣令54号
・同　改正令8号

14 日鉄連 船積前検査導
入による負担
増

・2015年12月30日、商業大臣規定改正113号が公布、発行。措置期間が1

年間延長され2016年12月31日までとなった。
・2016年12月31日、措置終了。2017年1月1日より商業大臣令82号に基づ
く新制度施行。
・商業大臣規定2018年110号が公布。
・2018年12月20日、政令29号の施行規則として商業大臣規定2021年20号
が制定。2021年11月15日に発効。
・2022年5月17日、商業大臣規程2021年20号を修正する商業大臣規定25

号が制定。同規定に基づき、鉄鋼を含み、HSコードベースで3,917品目と
多岐に渡る商品の需要供給バランスを決定して輸入量を許可する「商品
バランス」システムの導入を告示。
・2023年1月1日、「商品バランス」システムの不具合により、輸入許可
を受けられない状態となり、商業省は本システムの稼働を1年延期。
・2023年12月11日、商業大臣令25号を修正する商業大臣令36号が制定。

変更 ・有効期限での措置の撤廃。
・WTOルールにおける事前公表義務
の厳格化。

・商業大臣改正令113号

15 日機輸 特定輸入商品
の事前オンラ
イン申請と船
積み前検査

・2020年8月28日に施行された、特定物品の輸入規制に関する商業大臣規
程の改正にて、一部輸入製品の商業省への事前オンライン
（INATRADE）申請手続きおよび輸入承認の取得が義務化され、2023年
10月9日に商業省令36により、液晶テレビ、オーディオ製品、及びカメラ
製品、の一部品目が輸入承認検査のポストボーダーからボーダー検査、
及び事前オンライン申請の対象品目への拡大が発令された。
2024年3月10日施行に向けて、通関前に必要な追加のプロセス/書類と必
要な新しい許可について公表されたが、2024年5月17日に規制が再び変更
となり、数量割り当ての制限がなくなった。

変更 ・船積前検査、或いは特定品目の輸
入規制を撤廃して頂きたい。
・また、拡大対象品目の事前オンラ
イン申請開始に関して、今後拡大の
際には当局の申請行程のスムーズな
導入説明および充分な準備期間を踏
まえた通知を引き続き徹底して頂き
たい。
・また、規制の度重なる変更はビジ

・商業大臣規程2020年78号
・商業大臣規則2023年第36

号
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ネスに不安定さをもたらす。インド
ネシア税関には、開かれた説明と、
規制の実施までの十分な準備期間を
設けて頂きたい。また、新たな規制
を導入する際の明確なプロセスを企
業に提供して頂きたい。

16 日機輸 輸入許可等の
不透明・規制
強化

・国産品優遇政策の強まりに伴い、輸入許可などの規制が強化されてお
り、製造業では工場の操業に関わる問題にまで発展。
2021年に導入された商品バランス制度（商品輸入に際して必要な輸入許
可の中央集権化するもの）でも、許可の発出が遅れたり、申請枠から大
幅に削減された枠のみ許可されるなど相次いでいる。弊社グループで
は、パルプ工場の製造ラインで使用する工業塩の輸入許可プロセスで問
題が生じており、申請数量に対して削減された数量のみ許可を得ている
状況。現状では、操業停止までの問題には至っていないが、万が一大き
く削減された場合、操業停止に至る可能性もあり、綱渡りの状況となっ
ている。

継続 ・品質などの問題から国産品では代
替が効かない商品が多い現状で、こ
のように輸入規制が強化されると当
地の工業生産に多大な悪影響とな
る。一刻も早い是正を求める。

・2021年政令第5号
・2022年大統領令第32号

17 日機輸 輸入ライセン
スの厳格

・特に鉄製品について、輸入ライセンスを持っていない場合、出荷前検
査が必要となっており、大変手間がかかる。

継続 ・ライセンス条件の緩和。

18 日機輸 輸入ライセン
ス制度の活用
困難

・輸入許可が一社一件の登録になっており、当社Aは部品の輸入、当社B

は完成品の輸入件を持っているものの、将来的な製販一体会社の設立検
討の際に、大きな障害となる。

継続 ・一つの会社で、材料・部品と完成
品の両方の輸入許可を持てる様に法
令改正が必要。

19 日化協 製造会社(API-

P)の厳格
・製造会社(API-P)には輸入転売が許可されておらず、国内需要への対応
が限定される。
インドネシアで製造販売しているが、インドネシア国内販売に関し、イ
ンドネシア生産分だけでは不足する場合に、関係会社の海外別拠点から
手当てして輸入販売したいケースにおいて、現行の許認可では、製造会
社(API-P)は輸入転売の許可が認められない。このようなケースでは、顧
客に発注先を変更してもらい、輸入販売会社(API-U)を経由させるか、関
係会社から直接販売する必要がある。

継続 ・製造業者(API-P)でも、自社製品に
限り、輸入転売が行えるようにして
欲しい。

・輸入許可に関する各種法

20 日化協 輸入規制の強
化による調達
コスト(費用・
手間)の増加

・商業大臣規則2023年第36号の輸入規制強化により、積み地での立ち合
い検査が必要になり、立ち合い検査に要する時間を考慮した早めの手
配、また立ち合い検査費用の負担が必要になっている。
同規則により、従来は商社経由（API-U）で輸入できていた物品が輸入で
きなくなり、API-Pが輸入者となって輸入せざるを得ないケースが発生し
ている。

新規 ・使用目的に基づいた輸入規制措置
の減免。

・輸入許可に関する各種
法、大臣令

21 日農工 鉄鋼製品の輸
入許可取得免
除措置の無効
化

・インドネシアで鉄鋼製品の小口輸入について、輸入許可取得の免除措
置を無効とする運用が3月開始。これまでは「評価額が最大で1,500ドル
（FOB価格）、かつ航空便による貨物」については、輸入認可取得を免
除すると規定していた。鉄鋼製品の輸入規制は厳しく、認可取得までに
時間を要すため、緊急時にこの免除規定を利用して輸入している企業が
多かった。同免除規定が無効となったことで、鉄鋼製品の輸入に影響出

継続 ・撤廃希望。
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た。過去1年で現地販売店からの補修部品注文が激減しており、製品購入
にも多大な影響が出ていると推測してる。

22 日鉄連 鉄鋼・合金鋼
に関する輸入
規制措置とそ
の頻繁な変更

・2014年6月2日、商業大臣令28号公布。合金鋼の輸入にあたっては、商
業大臣が合金鋼製造輸入業者（IP）あるいは合金鋼登録輸入業者（IT）と
認定した会社のみ合金鋼を輸入でき、認定を得るためには商業省への申
請が必要。また、合金鋼輸入業者（IT）による輸入の際は、その都度、
商業省より輸入承認書を取得することも必要。原則として毎回積荷国で
船積み前検査を行う必要があるが、4業種（自動車・電機・造船・重機）
の合金鋼製造輸入業者（IP）、USDFS（日尼EPAに基づく特定用途免税
制度）あるいはその他スキームにより工業検査証明書（SKVI）を保有す
る合金鋼製造輸入業者（IP）、BM-DTP（関税政府負担便宜）を通じた工
業検査証明書を保有する合金鋼製造輸入業者（IP）には適用されない。
－2014年7月2日、商業大臣令28号施行。輸入業者の認定・輸入承認等が
5営業日以内に処理されると規定されているにも拘わらず遅延したり、船
積み前検査の実施体制整備がなされていないまま運用が開始され、船積
み前検査証なしの多くの貨物がインドネシアに滞留する事態が発生する
など混乱が生じている。また、輸入承認の際に数量枠が設定され、輸入
制限的に運用されている。
－2016年12月31日、措置終了。2017年1月1日より商業大臣令82号に基づ
く新制度施行。

継続 ・措置の撤廃。
・適用除外措置の設置。
・手続きの明確化・簡素化。
・WTO輸入許可手続きに関する協定
に整合的な運用。

・商業大臣令28号

23 日鉄連 鉄鋼・合金鋼
に関する輸入
規制措置とそ
の頻繁な変更

・2016年12月16日、従来から実施されていた船積み前検査、合金鋼輸入
規制に代わる新制度として商業大臣令82号公布。2017年1月1日施行。
2019年12月31日までの時限措置。対象品目はHS72類、73類内に規定さ
れている493品目。商業大臣から輸入承認書を得た会社のみ鉄鋼を輸入で
き、輸入承認書の取得には、(a) API-P（製造輸入業者番号）またはAPI-U

（一般輸入業者番号）、(b) 工業大臣が発行する技術判断書、(c) API-Uが
輸入する場合は販売契約或いは発注証明書、(d) 合金鋼を輸入する場合は
鋼材材質証明書（ミルシート）を添付して商業省に申請。また、原則と
して毎回積荷国で船積み前検査を行う必要があるが、一部品種（線材一
部、冷延ステンレス、電磁鋼板、合金鋼ブリキ原板）および自動車、電
機/電子、造船、重機（およびその部品産業）、金型産業におけるAPI-P保
有会社、またはUSDFS等のスキームの便宜を通じた工業検査証明書
（SKVI）を保有するユーザー産業としてのAPI-P保有会社には適用されな
い。
－2017年1月1日、商業大臣令82号施行。
－2017年9月7日、商業大臣令82号を改訂する商業大臣令63号が制定。
－2018年1月16日、商業大臣令22号が公示・施行。一時は工業大臣が発
効する技術的判断書が不要に。
－2018年12月20日、商業大臣令110号が公示。上記技術的判断書が改め
て必要書類とされた。

継続 ・措置の撤廃。
・手続きの迅速化および簡素化。

・商業大臣令82号

24 日鉄連 鉄鋼輸入制限 ・2009年以降、商業大臣令、工業大臣令を通じて頻繁に制度改正が行わ
れ、輸入承認制度等の鉄鋼製品に対する輸入規制が実施。
上記の輸入承認制度については、これまで申請数量が大幅にカットされ
る形で輸入承認が行われ、現地自動車産業への供給停止直前まで追い込

新規 ・制限の撤廃。
・制度の改善。
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まれてきた。
・商業大臣規則2023年第36号（2023年12月11日公布、2024年3月10日施
行）
・工業大臣規則2024年第1号（2024年1月8日公布）
⇒輸入手続きが厳格化
官民で尼工業省へ申し入れを試みるも当局からの応答がない状態。

25 自動部品 鉄鋼輸入規制 ・政府の新しいシステム変更が上手くいかず、2023年1月以降、商社ライ
センスの承認作業が停止し、政令改定も依然として目処が立っていない
ため、鉄鋼製品の輸出入に支障をきたしている。

新規 ・商社ライセンスを更新できるよう
規制緩和の働きがけをお願いした
い。

26 自動部品 中古機械・設
備の輸入規制

・原則として製造から20年を超えた設備は輸入禁止となっている。製造
中止となっている設備の輸入が必要だったため、20年を超えた設備の特
例措置申請を行ったが、日本へ検査員を派遣、検査費用自体も高額で負
担が大きく数百万円に上った。20年以上でも現役の設備は多く、メンテ
ナンスすれば使える。人件費上昇が大きいインドネシアに於いて投資は
極力抑えたい。

継続 ・現在はオーバーホール等で最新の
部品に交換し、耐用年数等が向上す
る場合も多い。
・製造経過年で制限せずに設備能力
を検査で判断するようにして欲し
い。

・商業大臣規定2018年第
118号
・直接使用会社が輸入可能
な中古資本財 20年まで
(84,85,88,90類)

27 電機工 中古機械・設
備の輸入規制

・中古機材の輸入には事前申請が必要、かつ申請期間に長時間を要する
ため、補修など予定外の緊急時の機材輸入が困難。

継続 ・規制の緩和。
・申請手続きの迅速化、簡略化。

28 自動部品 樹脂製品の輸
入規制

・2024年9月よりインドネシア政府が自国の産業保護の為、樹脂製品
（HSコード：3926）に規制をかけることを決定。これにより輸出者側
（当社日本拠点）は当該HSコードを使用して輸出している製品を輸出す
る前にインドネシア政府から認定されたコンサルタント会社（PT.

ANINDYA）から委託された日系コンサルタント会社（TUV）に現品写真
と製品のチェックを受け、LS（輸出前検査証明書）を発行頂き、インド
ネシアで通関する際に都度NISから提出する必要がある。検査費用の増と
輸出リードタイムが増加している。
【詳細：当社対応状況など】
一回当たりの検査費用は400～500USDで出荷はほぼ毎週ある。
インドネシア側での必要書類の準備もあるが、日本国内物流センターで
の出荷毎の検査では、検査員の日程調整や立会なども必要なようであ
る。
（現在は、オンライン検査でもOKになっている？）
出荷毎に＋3日程度は余分にかかると思う。
ただ、出荷が週一なので結局は一便遅れとなるイメージ。
検査費用も掛かるため、出荷回数を減らして検査の頻度を減らす等の暫
定対策中。

新規 ・他社でも同様の状況であるのか共
有頂きたい。

29 自動部品 樹脂製品の輸
入規制

・2024年9月よりインドネシア政府が樹脂製品（HSコード：3926）に関
して規制を施行した。規制に伴い輸出者側はインドネシア政府から認定
されたコンサルタント会社の検査を受け、VO（Verification Order）を発
行、インドネシアで通関する際に都度提出が必要。
出荷都度の検査には工数、人件費もかかる。
輸入側もコンサルにLS（輸出前検査証明書）を発行してもらうために、
400～500ドル/回発生している。

新規 ・他社でも同様の状況であるのか、
また対応方法について情報共有頂き
たい。
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30 日鉄連 輸出へのL/C

(信用状)決済
義務化

・2015年1月5日、商業大臣令4号公布。石炭・石油・ガス・鉱物等、全
43種の輸出について、2015年4月1日よりL/C決済を義務化。
2015年8月31日、商業大臣令67号公布。石油・ガスのL/C決済義務を撤
廃。

継続 ・規制の撤廃。 ・商業大臣令4号
・商業大臣令67号

31 日鉄連 未加工鉱物輸
出規制の導入

・2009年1月12日、新鉱業法が成立し、5年後に発効の予定。
鉱物輸出規制が懸念されており、ニッケル鉱石が対象となった場合、国
内フェロニッケル生産者の事業継続性へ重大な影響をもたらすこととな
る。結果、国産フェロニッケルを使用するステンレスメーカーへの影響
も重大である。2012年5月から輸出関税の課税を開始した。
工業大臣令により実際12年5月からニッケル鉱石の輸出が一時的に（約1

ヵ月間）停止した。6月以降は一定の条件を満たす企業は20%の輸出税を
払うことを条件に輸出再開可へ（在庫使用により大きな混乱は回避でき
た）。
－2014年1月12日、新鉱業法のNi鉱石禁輸措置発効。未加工のNi鉱石は輸
出禁止へ。
その後、2017年から2022年まで5年間の時限措置として鉱石禁輸が緩和
され、一定量の鉱石が再び輸出されたが、2019年9月に緩和期間が2年間
前倒しされ、2020年1月より禁輸再開となることが発表。
－2020年1月1日、鉱石禁輸措置の再開。

継続 ・規制適用の回避。 ・新鉱業法(鉱物石炭鉱業
法)

32 日鉄連 石炭輸出への
基準価格の設
定義務

・2010年9月23日、国際マーケット価格から計算式に基づき決定される石
炭基準価格を参考にして、インドネシア鉱山会社が輸出価格を設定する
ことを義務付けた。輸出価格が石炭基準価格を下回る場合には、石炭基
準価格をもとに課税する。

継続 ・制度の撤廃。 ・エネルギー及び鉱物資源
大臣令17号

33 日鉄連 石炭生産量上
限設定の政府
強制

・インドネシア政府は毎年、国内向け供給義務を負う各生産者の生産量
を把握・調整すべく生産計画の提出を指示。例年は、政府・生産者間で
の当該生産計画に関する協議が行われるに止まっていると認識している
が、2014年では政府通達による生産量の上限に関する計画遵守の圧力が
強まっているとの情報がある。本件は、自由な生産・流通を妨げるよう
な、政府による生産数量上限設定が強制力を持った形で運用される可能
性があり、懸念される。
2022年2月28日、各生産者とも、当該生産量上限の25%分の数量を国内向
けに供給することが義務付けられている(DMO規制)。

継続

34 日鉄連 理不尽な石炭
輸出禁止措置

・2021年12月31日、国内発電所の石炭在庫低下に伴い、インドネシア政
府(エネルギー・鉱物資源省)が1/1～1/31の間石炭の輸出を停止すること
を全サプライヤーに通達。
2022年1月20日より、国内供給義務(DMO)を果たしているサプライヤーか
ら順に輸出再開の許可が下り初め、1/27を以てほぼ全てのサプライヤー
に輸出再開許可が出される。

継続

35 自動部品 道路・交通イ
ンフラの未整
備

・高速道路などにおいて慢性的な交通渋滞が発生しており、輸送時間予
測が困難であり、それに伴う機会損失や経済損失が大きい。

継続 ・迂回路や道路拡幅や道路整備など
インフラの充実。
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36 日機輸 国際物流イン
フラの未整備

・国際物流に関して、シンガポールに頼っている状況。
海外輸出には、シンガポールから空コンテナを受け入れ、対象製品が一
旦シンガポールに輸送されているが、往復40コンテナで約SGD1,380。
(片道、シンガポール⇒神戸港より高い)。

継続 ・バタムのインフラがもっと充実す
ればシンガポール経由ではなく世界
へアクセス出来るようになることを
希望。

4. 為替管理・金融

1 JPETA 外貨規制 ・国外からインドネシアルピア以外の外貨建て借入を行う場合、対外外
貨規制のハードルが非常に高い。実務面で条件を満たすことが非常に難
しく、現地企業の資金調達の選択肢が狭まってしまっている状態。

継続 ・対外外貨規制の緩和。

2 日機輸 クロスボーダ
ーのIDR資金
取引制限

・現地通貨でのクロスボーダーのインドネシア・ルピア(IDR)資金移動が
規制により不可能になっているため、効率的なグループ企業内キャッシ
ュマネジメントができない。USD建ては可能だが、中央銀行と事前に相
談し、報告をする必要がある。

継続 ・規制緩和と資金取引の自由化をし
て頂きたい。

・BI（中央銀行）

3 日機輸 国内取引のル
ピア使用義務
化

・インドネシア中央銀行の通達により、原則として国内取引については
全てルピアのみでの決済となり、外貨決済は認められていない。また、
法人による給与の海外送金に対しても、中央銀行による規制がある模
様。

継続 ・給与受取りがインドネシア国内・
インドネシアルピアに限定されると
外国人就業者の利便性を欠くため、
給与の海外送金やインドネシア国内
でのUSD等での決済を認めて頂きた
い。

・インドネシア中央銀行通
達

4 日鉄連 天然資源の輸
出収益の国内
預金義務化

・2025年2月17日、プラボウォ・スビアント大統領は、鉱業（石油・ガス
を除く）、プランテーション、林業、漁業セクターの輸出業者に対し
て、輸出収益の100%を1年間、国内銀行の特別口座に預金することを義
務付けた。石油・ガス部門は引き続き現行規定に従う（現行規定は輸出
収益の30%を3か月間預金することを義務付け）。
新DHE（天然資源の輸出収益）政策を遵守しない場合には、輸出停止を
含む制裁を受ける。

新規 ・資源輸出に影響を及ぼさない範囲
での、適切な預金義務額の設定。

・2025年政府規則(PP)第8

号

5 日機輸 天然資源の輸
出収益の国内
預金義務化

・2025年3月1日付けで政令【2025年第8号】施行。天然資源輸出による
外貨収益の国内預金義務を強化するもの。石油・ガスを除く鉱業、農園
業、林業、漁業分野の輸出業者に対し、輸出収益の100％を国内に1年以
上預金することを義務付ける。
該当する外貨収益を国内預金した場合、預金銀行でルピア(現地通貨)へ両
替し、事業費には使えるが、輸出入は外貨（米ドル）決済が多く影響が
懸念される

新規 ・同規制の緩和をお願いしたい。 ・政令2025年第8号(2025年
3月1日付施行)

5. 税制
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1 JEITA Consignment

実施における
非関税障壁に
ついて

・マレーシア現法によるタイでのConsignmentや、シンガポール現法によ
るインドネシアでのConsignmentなど、得意先の要望により、海外で在庫
を積むことを要求される。
しかし、AECが発足により、ヒト・モノ・カネの自由化を謳いながら、
PEの問題であったり、外国企業に対する事業ライセンスであったり、障
壁は残っており、各国国内法の整備が追いついていない。その結果、
ASEAN域内でのより自由度の高い柔軟な事業展開の足かせになってい
る。

継続 ・AECやFTAといった国際的な枠組
みに準拠した各国国内法の迅速な整
備。

2 JPETA 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・親会社が提供する経営指導、債務保証に対する対価の支払いに関し、
インドネシアに所在する子会社においては、すべて配当とみなされ損金
処理が認められず追徴課税が発生した。高いコストを払い文書化を遵守
しているが、調査段階で深い分析もなく課税されているのが実態と思わ
れる。

継続 ・移転価格文書に対する十分な検証
プロセスを経た上で、納税者が理解
可能な課税説明を頂きたい。

3 日機輸 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・税務監査において不合理な内容で高額の追徴を受け、先払いしないと
異議申立～税務裁判で大きなペナルティリスクを負わされる上、数年後
に裁判で勝訴して還付を受けても経過年月に対する利息は払われない。
税務監査において理不尽な内容で高額の追徴を受けるリスク有り。　た
だし直近では経過年月分の利息は還付されている。

継続 ・税務署の徴収ノルマを廃止。税務
監査プロセスの客観的合理性の確
保。

4 日機輸 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・工事履行案件において、租税条約が締結されているにも関わらず、現
地PEに帰属しない国外所得に対し、税務当局から追徴課税を受ける事例
がある。
なお、現地PEに帰属する所得は適切に現地にて納税し、現地PEに帰属し
ない国外所得は、本邦にて適切に納税している。

継続 ・租税条約に基づいた、適切な税務
執行を徹底頂きたい。

・日本-インドネシア租税
条約

5 日機輸 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・インドネシアでの税務調査においては、比較対象企業の比較可能性の
欠如や、同国独自の基準でロイヤリティの実存性を判断されるなど、強
引な課税が頻発している。

継続 ・公正妥当な税務調査の執行を要望
する。

6 自動部品 税務調査の否
認・追徴課税
の不合理性

・税務局の独自判断による必要利益率での課税。
開発費等の役務提供の対価性が認められず否認。

継続 ・解釈の統一。
・適切な課税判断。

7 日機輸 前払法人税徴
収の重い負担
及び恣意的な
追徴課税

・前年度の納税額相当は毎月予定納税をしているにも拘わらず、輸入に
対して2.5%～10%という法外な前払法人税を徴収され、還付請求すれば
監査を実施して逆に追徴してくる。

継続 ・予定納税制度があるので、前払い
法人税は不要。制度廃止を強く要望
する。
・前払法人税制度は廃止が望まし
い。

・所得税法22条

8 日鉄連 前払い法人税
徴収の重い負
担及び還付の
長期化

・石炭の輸出に関し、2015年8月8日以降、IUP（鉱業事業許可）事業者
に対して、輸出FOB額に一律1.5％の輸出税を賦課。一方、当該輸出税分
は法人税から控除できることから、事実上「法人税の前払い」として機
能。サプライヤーのキャッシュフローへの影響が懸念される。なお、年
度の最終損益が赤字で法人税を納付しない事業者にとっては、当該輸出
税負担は純増。

継続 ・税の撤廃。 ・財務大臣令107号
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